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はじめに

　タイの民主化は１９７０年代から進み始め，９０年代に入ると加速した。軍人な

どの非民選議員ではなく，民選下院議員が首相に就任するルールが定着し始

めると，選挙の方法への関心が高まった。このため，１９９０年代半ばの政治改

革では選挙制度改革が中心部分を占めた。改革の結果，狙い通りに，強力な

指導力と民主的な正当性を兼ね備えた首相が登場したものの，そうした指導

者を恐れ嫌う勢力によってクーデタが行われた。それは，軍による，国王の

ための，保守派や勤王派の，クーデタであった。政変の結果，選挙制度の見

直しが必至となった。

第１節　なぜ選挙制度改革なのか

　１．選挙制度が重要になるとき

　一国の政治の基本ルールは憲法で定められる。タイでは，２００７年憲法が

１９３２年から数えて１８番目という事実に示されるように，実に頻繁に憲法の改

廃（全面改正）が繰り返されてきた。これは主に頻繁なクーデタの産物である。



クーデタ後には，新憲法制定，国会議員選挙，首相選挙という手続きがふま

れる。憲法起草に際して最大の争点になってきたのは国会と内閣の関係で

あった。誰が首相になれるのか，国会にはどの程度の権限が認められるのか。

これは議院内閣制における権力の所在を強く規定し，それゆえクーデタ実行

者の権力温存を左右した。それに次ぐ争点は，一院制か二院制か，官選議員

と民選議員の割合をどうするのかといった国会の構成であった。視点を変え

るならば，選挙結果の拘束力を稀釈するための工夫が凝らされ，選挙制度そ

のものをめぐる議論は脇に追いやられていた。

　選挙制度は，政治の民主化が進んで初めて重要な話題になる。選挙は民主

政治にとって必要条件である。しかしながら，十分条件ではない。選挙が行

われているからといって，民主政治が実践されているとは限らない。選挙は

公明正大でなければならず，その結果が政治に反映されなければならない。

タイの政治史を振り返ると，久しく欠落していたのは，前者であった。結果

がさほど重要ではなかったため，途上国としては選挙をめぐる不正も少な

かった（１）。選挙の結果が政治に影響を及ぼさないのであれば，選挙制度をめ

ぐって議論を戦わせる意味も乏しい。

　政治の民主化が進むと，軍隊や王室といった議会外の勢力の意向によって

ではなく，選挙の結果に応じて首相が決まるようになる。下院の多数派工作

に成功した民選議員が首相に就任するのである。民主的な議院内閣制のもと

では当たり前のことである。しかしながらタイの歴史をふり返ると，当初か

ら首相を民選議員に限定して，国会の構成や国会と内閣の関係を規定したの

は，これまでのところ１９７４年憲法，１９９７年憲法，２００７年憲法の３つしかない（２）。

このように民選議員に限定されると（３），選挙結果によって首相が決まるため，

どのような選挙制度を設計するかが重要になる。それゆえ，１９９７年憲法の制

定にあたっては，国会の構成や国会と内閣の関係と並んで，選挙制度の設計

に重点がおかれた。１９９０年代の政治・行政改革では，選挙制度の見直しが改

革の本丸であったと述べても過言ではなかろう。２００６年９月クーデタ後の新

憲法の起草にあたっても，首相を民選議員に限定するのか，選挙制度をどう
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するのか，という２点が最大の争点になった。

　２．タイの選挙の歴史

　タイの選挙は１９３０年代に始まった。国会が開設されたのは１９３２年６月２４日

立憲革命後のことである。下院の総選挙は１９３３年を皮切りとして，以後３７年，

３８年，４６年，４８年，５２年，５７年２月，５７年１２月，６９年，７５年，７６年，７９年，

８３年，８６年，８８年，９２年３月，９２年９月，９５年，９６年，２００１年，２００５年と，

１９６０年代の軍政期を除くと数年ごとに，計２１回実施されてきた（４）。

　しかし，選挙は首相や閣僚の人選にさほど影響を与えてこなかった。民選

議員が首相に就任したのは１９４６年から４８年にかけての２年弱（クワン，プリー

ディー，タワンの３名），１９５７年の半年ほど（ピブーン），１９７５年からの１年半

ほど（クックリットとセーニー），１９８８年からの２年半ほど（チャートチャーイ），

そして１９９２年９月から２００６年９月までの１４年間（チュワン，バンハーン，チャ

ワリット，タックシン）だけにすぎない。１９４０年代後半と７０年代中葉のごく一

時期を除くと，８０年代までは首相は総選挙の結果とは関係なしに，あらかじ

め決まっていることが多かったのである。

　選挙がさほど意味をもたなかったのは，２つの関連し合った要因に起因し

ている。ひとつには首相を決めるのは選挙よりもむしろクーデタであった。

クーデタで政権を握った指導者にとっては，権力の獲得や維持の鍵は国会よ

りも軍隊や行政官庁にあった。国会の解散や廃止は難しくはなかった。とり

わけ太平洋戦争終結から四半世紀ほどの間はそうであった（加藤［１９９５］）。も

うひとつは制度上の力関係である。国会に官選議員が多く，選挙で選ばれる

民選議員の地位が相対的に低かった。２０００年に最初の上院議員選挙が実施さ

れるまでは，上院議員は官選議員と同義であった（５）。内閣任命の官選議員は，

大多数が軍隊と行政官庁の幹部であり（玉田［２００３��２２５，図５�１］），全員が政

府支持者つまり与党議員に等しいと考えて差し支えない。それどころか，

１９３２年から４６年，５１年から５７年にかけての時期は，同数の官選議員と民選議
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表１　国会の構成（一院・二院，民選議員・官選議員）の変遷（1932～2006年）

（出所）各種データより玉田作成。

（注）網掛け行は二院制。

　　　1）増加定員82名の選挙が1946年８月，上院は下院により1946年５月24日選出。

　　　2）上院は1947年11月18日任命，下院は1949年６月５日に21名の増加定員選挙。

　　　3）下院は1958年１月１日に26名減員，1958年１月31日に26名選挙，上院は1958年２月８日

　　　　　に26名減員。

　　　4）上院は1968年７月４日に164名任命，1969年２月25日に44名追加任命。

　　　5）2347名（通称「競馬場議会」）が選挙。
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員が一院制の議会を構成していた。その時期には，政府は官選議員に加えて

わずか１名の支持者を民選議員の間に確保すれば国会の過半数を支配できた

ことになる（表１）。民選議員を入閣させて，その支持を積極的に求める必要

性は乏しかった。ましてや，クーデタによって国会が解散されると，民選議

員は不在となり，民選議員が入閣することはありえない（図１）。クーデタ後

の憲法起草にあたっては民選議員の権力の稀釈に努めるのは自明の目標であ

り，稀釈の程度という技術論だけが争点になっていたわけである。

第２節　改革前――選挙政治の特色――

　１９９７年憲法によって選挙制度は大きく見直された。それ以前の選挙制度に
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図１　民選下院議員が内閣と国会で占める割合（1944－2005年）

（出所）閣僚ならびに国会議員に関する各種資料から玉田作成。
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不都合を感じてのことであった。どんな問題があったのか。かいつまんで眺

めてみよう。

　１．自力当選

　政党が国会で発言力を確保し，内閣に大臣を送り込むには，議席を増やす

必要がある。１９８０年代以後の主要政党はいずれも保守政党であり（玉田

［２００３���２４�２６］）（６），政策には具体性も特色も乏しかった。政党は基本的には院

内会派にすぎず，党員といえば国会議員，支部といえば個々の議員の個人事

務所であった。こうした政党は集票力が限られていた（�����［２００４］）。

　政党に頼れなければ，候補者は自助努力が必要である。どう集票を行った

のか。国会に権力が乏しかった１９６０年代までの選挙では演説能力や人柄が重

要であった。しかしながら，１９７０年代以後下院議員の入閣可能性が高まり，

当選が利権につながるようになると，競争が激しくなり資金力がものをいう

ようになった。資金を有効に活用するには，集票運動員（�����������）を利

用するのが簡便であった。集票運動員を務めるのは村長やカムナン（������，

住民の選挙で選ばれる村長のなかから選出される区長），教員，実業家，���関

係者などといった一定数の有権者の票をまとめることのできる人々（名望家

や顔役）である（��������［２０００��２３�２８］）。こうした集票運動員と下院議員の関

係は固定されていつも同じ候補者を支持することもあった。しかし，選挙の

たびに支持する相手を変えることもあった。下院議員は再選を目指すならば，

有力な集票運動員との間に友好的で継続的な関係を取り結ばねばならない。

そのためには，集票運動員を取次ぎ窓口として，就職や入学の世話，官庁と

の揉め事の仲裁，困窮時の資金援助，公共事業の誘致，利権の供与などのサー

ビスの提供に努める必要がある（��������［２０００��１２８�１３１］，��������［２００１］，

�����［２００２��１２７�１２８］）。

　選挙で獲得の対象になるのは有権者ではなく，候補者にとっては勝敗の鍵

を握る集票運動員であり（����������	
����
［１９９７��１３６］），政党にとっては集
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票運動員をとりまとめて自力当選しうる候補者であった。候補者取込みを助

けた重要な要因のひとつは無所属禁止規定である。１９７０年代以降一貫して，

憲法により無所属議員は禁止されてきた。政党は選挙直前に有力候補とりわ

け前職下院議員の買漁りに邁進してきた。立候補者の政党選択を左右するの

は，政党幹部との個人的な関係（たとえば党首への好き嫌い），当選後の閣僚ポ

ストの約束，政党から提供される資金などであった。人脈は既存のものであ

り，閣僚ポストには限りがある。となると，最後にものをいうのは資金であっ

た。政党の議席数は選挙前に獲得できる当選可能性の高い候補者の人数に依

存し，その人数を左右するのは資金力であった。

　２．政治資金

　２００３年には法人税（����������	
��������）のおよそ４分の３が首都で徴税さ

れていた（������［２００４］）。このことに示されるように，ビジネスは外資の

みならず，タイの地場資本も首都に集中している。政党の候補者糾合資金は

政党幹部の自己資金のほか，もっぱらそうした首都の実業家から提供されて

きた。

　実業家が資金を提供するのは政策の決定や実施に影響力を確保するためで

ある。政治献金は，財界や業界ではなく，個人や企業を単位としておこなわ

れている（７）。資金を提供する実業家の側にすれば，政党はいずれも保守政党

なので献金先はいくらでも存在している。献金先決定にあたっては，党幹部

との個人的な親交のほか，一定数以上の議席数を獲得し，連立政権に加われ

るかどうかが重要である。１９７０年代以後の総選挙で過半数を獲得する政党は

なく，連立政権が常態となっていたので，資金力に余裕のある実業家は与党

とのパイプを確保するために複数の政党に献金した。

　選挙の勝敗にとって資金力が重要であったならば，選挙資金の大半を引き

つけて過半数を制する政党が登場しなかったのはなぜであろうか。政党政権

の与党第一党がすべて次の選挙で敗北したのはなぜか。理由のひとつは中小
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政党の乱立である。実業家が積極的に政治資金を提供するようになったのは

１９７５年総選挙が最初である。１９５８年から７３年まで軍事政権が長期にわたって

続いていたため，ほとんどの政党が新党であった。どの政党が勝利するか，

与党になるかは明確ではない。献金者はリスクを回避するために，複数の政

党を支援してきた。もうひとつは企業間競争である。たとえば�社が甲党に

肩入れすれば，同業の�社は乙党に献金する事例が稀ではない。�社の後塵を

拝するのではなく，�社に対抗するためである。それに加えて，献金者側の

警戒心も指摘できよう。もし皆がこぞって特定の政党に献金をし，その政党

が過半数を超えるような勝利を連続して収めるならば，政党側の力が強まり，

献金者側の発言力は弱まることになる。これは好ましいことではない。

　３．連立政権

　民主化が始まる１９７０年代以後についてみれば，総選挙で特定の政党が過半

数の議席を獲得したことはなく，第一党といっても獲得議席はたいてい３割

前後にとどまっていた（図２）。それゆえ，連立政権が不可避であった。閣僚

ポストが，連立与党には議席数に応じて，次に各党内部でも派閥の規模に応

じて配分された。与党議員総数を閣僚総数で割った数の，具体的には１９９７年

以前には５名程度の仲間をそろえれば，当選回数や能力適性とは関係なしに

閣僚になれる可能性が高かった。

　選挙制度のゆえに，５，６名の仲間を集めるのは困難ではなかった。選挙制

度は１選挙区あたり３名を上限とする中選挙区であった。有権者の側は選挙

区の定員分だけ投票できた。３人区であれば３名選べる。有力な政治家の場

合には親族や知人とともに３名チームとなって同一選挙区で立候補する。有

権者がチームへ投票してくれれば，選挙直後から３名派閥の長である。もっ

と有力な政治家の場合にはほかの選挙区でも知人や部下を当選させてさらに

大きな派閥の長になれた。１人では６名を集められなくても，３人区のボス同

士が交代で入閣するという取決めに成功すれば６名派閥を作れた。政党は安
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直に所属議員を増やそうとして，これらのボスに閣僚ポストの提供を約束し

て入党を促してきた。各党にはこうしたミニ派閥，あるいはそれを糾合する

大きな派閥が多数存在していた。

　組閣にあたっては，入閣希望者は閣僚ポストよりも多いため，希望がかな

わず不満をもつ議員が出てくる。入閣できても，魅力の乏しい閣僚ポストで

あれば，やはり不満を抱く。こうした不平議員は内閣改造を促すために，自

党ならびに政権に揺さぶりをかける。たとえば，政府提出法案に反対するそ

ぶりを示したり，閣僚のスキャンダルを意図的に暴露したりするのである。

政党党首はこうした議員たちへの統制を強化することが容易ではなかった。

当選を党に負っていない議員にすれば所属可能な政党はいくらでも存在する，

という事情のゆえであった（玉田［２００３���３０�３２］）（８）。

　政治には金がかかるため，党，派閥，議員のいずれも資金を必要とする。

党は派閥や議員を糾合しまとまりを維持するため，派閥はメンバーを増やし
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図２　上位３政党の議席占有率（1957－2005年）

（出所）下院議員選挙結果データにもとづいて玉田作成。
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て維持するため，議員は有権者へのサービスと選挙運動のために，資金を必

要とする。そうした資金は当選後に回収しなければならない。このことが入

閣の誘因となっており，政治腐敗を招いていた。

　４．弱体な首相

　こうした条件のもとでは，首相が強いリーダーシップを発揮するのはかな

わぬ夢であった。政権は連立与党間ならびに各党内部の派閥間の微妙な均衡

のうえに乗っていた。連立の崩壊は政権の崩壊につながる危険性が高いため，

首相は連立与党や閣僚に強い統制を及ぼすことができなかった。与党議員に

ついても，派閥が跋扈しているほか，議員が基本的に自力当選を果たしてい

て党からの統制を嫌うため，十分には統制できなかった。政党内閣時代の首

相がすべて任期半ばで国会解散に追い込まれた主因は，閣僚や議員を統制で

きないことにあった。

　首相は政治献金をする実業家にも格別の配慮を欠かせない。献金者の意向

を無視すれば，次の選挙では政治資金の提供を期待できなくなるからである。

さらに，政策についてはテクノクラートが定めた路線から大きく逸脱するこ

とはできない（本書第７章参照）。１９９０年代初頭まで大きな政治力を握ってい

た軍隊もその意向を無視できなかった。政府の外に目を向けるならば，マス・

メディアとりわけ活字メディアが東南アジアで随一といえる報道の自由を享

受しており，学者などの知識人とともに政府の失策に目を光らせていた。首

相が強力な指導力を発揮するのは困難であった。
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第３節　改革――１９９７年憲法と選挙制度――

　１．なぜ政治改革なのか――政党政治と政治家への不満――

　政治は１９９２年に軍隊が退いて，政党を中心として展開されるようになった。

それは，不安定で短命な連立政権，首相の弱体なリーダーシップ，能力不足

の閣僚，金のかかる選挙（������［１９９６��８９�１０２］），絶えない政治腐敗疑惑といっ

た問題を抱えていた。同時に，下院議員の政治力が強まり，その多数派であ

る農村部選出議員の発言力が強まることに，都市部住民の間では不満が高

まった。そこで政党政治の弱点を指摘して政治の改革を求める運動が１９９０年

代半ばに盛り上がり，政治改革が実施されることになった（玉田［２００３��１５２�

１５６］）。

　政治改革は憲法の全面改正という形で実現された。憲法の起草手続きなら

びに条文内容は政党政治家への不信感をにじませていた。新憲法の制定はた

いていクーデタ後に，つまり民選議会不在の時期におこなわれてきた。しか

しながら，１９９７年憲法は民選議会が厳然と存在する時期に起草された。利害

当事者の国会議員には任せられないというので，国会とは別個に憲法制定議

会を設置した。国会は制定議会作成の憲法草案の可否投票の権限のみ与えら

れた。採決にあたっては国会議員は字句の修正を一切認められなかった。草

案を丸ごと受け入れるか，丸ごと拒否するかの二者択一だったのである（今

泉［２００３�５４�５６］，玉田［２００３��２０５］）。

　憲法は，施行細則となる関連法（��������	�����	���
��
�����������������	�
）

のうちいくつかについては，一定期限内に公布施行しなければならないと明

記していた。選挙法，政党法，選挙管理委員会法の３法は憲法施行後２４０日以

内，国会オンブズマン法，汚職防止取締委員会法，政治家刑事訴訟法，会計

監査委員会法，国民投票法の５法は２年以内に制定しなければならないとさ

れていた。特に最初の３法が２４０日以内とせかされたのは，政治改革の主眼で
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ある政治家監督に直結していて格別に重要であり，憲法の効力発揮に不可欠

な総選挙の速やかな実施を想定していたからである。期限の設定は国会によ

る関連法制定の遅延を許さないという強い意志の表明であった（�������

［２００４��１２９］）。これらの８法とは対照的に，憲法で設置が予定された国家人権

委員会や国家経済社会諮問会議の設置法については期限が明記されていない。

同様に，自由権や社会権についても，「法律の定めるところにより」と規定さ

れるものの，法律の制定期限は明記されていない。ここからも８法が格別重

視されていたことは明白である。

　制定期限の設定に加えて，憲法起草者は関連法の内容にも立ち入っていた。

たとえば国会議員選挙立候補者の資格要件を選挙法に委ねることなく，憲法

で年齢や学歴などについて事細かに規定している。国会での立法に委ねると

国会議員の利害関係が反映されてしまうと懸念したからである。また，選挙

管理委員会，憲法裁判所，国家汚職防止取締委員会といった政治家の監査に

必須と見なされた機関については委員の資格要件や選出方法などが憲法で事

細かに規定されているのに対して，そうした目的をともなわない国家人権委

員会などについては大まかな規定にとどめられている。国会議員の利害に抵

触する政治家監査機関については，国会による換骨奪胎を許さぬよう予防線

が張られたのである。憲法起草者は政治家への監査を権利や自由の拡大より

も重視しており，政治家への不信感ゆえに関連法の制定期限や規定内容に細

かな指示を与えたということではなかろうか。

　２．政治改革のねらい

　政治改革の目的は政治の安定，能率，透明性であった。まず透明性につい

ては，選挙に限ってみれば，第１に，常設の選挙管理委員会が設置され，選

挙の実施に責任を負うことになった。政治から独立性を十分に確保しにくい

内務省に代えて，政治や行政から独立した機関を設置することより，公明正

大な選挙の実施を図ろうとした。端的には有権者の買収に代表される選挙違
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反の防止や摘発が期待されていた（大友［２００３�１３８�１４０］）。第２に，有権者に

は投票が義務づけられた。投票率を上げることにより，有権者の買収を困難

にしようとする狙いが込められていた（��������［１９９８��６３］）。

　選挙に限らず，政治全般の透明性については，新たな監査機関の設置によっ

て実現が目指された。上述の選挙管理委員会はそのひとつであった。立法府

では，上院に下院や内閣への監査機能が期待されていた。上院はそれまで官

選であったものが歴史上初めて民選となった。下院議員が独占してきた選挙

によって選ばれたという正当性を稀釈し，下院に対抗しうるという期待を込

められた上院が誕生することになった（９）。上院の議員定数は２００名であり，

県をひとつの選挙区とし，各県には人口に比例した定数が配分された。また

政党政治や利権政治からの隔離を狙って政党への所属，選挙運動，再選を禁

止された上院には独立監査機関の委員と判事の選出が委ねられた。

　次に，安定や能率については，次のように実現が目指されていた。第１に，

不安定な連立政権への反省にもとづいて，単独政権を誕生させやすい小選挙

区制を導入した。第２に，従来の個人本位の選挙ではなく，政党本位あるい

は政策本位の選挙が目指された。そのために，政党への公的な助成制度をも

うけたほか，所属議員に対する党や党首の統制強化が図られた。第３に，首

相の地位や権力を強化して政治の能率改善を図った（���������	
����
��

［２００５��２１５］）。

　３．新しい選挙制度

　従来官選であった上院が初めて民選に改められたほか，下院の選挙制度は

中選挙区ほぼ４００名であったものが，比例区１００名，小選挙区４００名と変更され

た。比例区は拘束名簿式である。政党があらかじめ順位をつけた候補者名簿

を作成し，有権者は政党を選ぶ。各党の得票率に応じて名簿の順位が上のも

のから順に当選者となる。単純に二大政党制を目指すならば小選挙区のみに

すべきであろう。比例区の狙いは，ひとつには有権者の買収が不要になると
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いう意味で，政治の浄化にあった（１０）。しかしもっと重要なのは組閣への配慮

であった。

　政治改革前には，都市部エリートを中心に，地方の農村部選出議員が閣僚

の多数を占めることへの不満が渦巻いていた。小選挙区のみであれば，小選

挙区議員が首相候補になる。これでは改革前と変わらない。そこで打開策と

して，都市部エリートにとって許容可能な有能で良識のある人々（端的には

都市部エリート自身）を下院に送り込み，入閣候補者とすることにした。そう

した人々は小選挙区では当選困難であるため，比例区が導入されたのである。

しかも，組閣にあたっては比例区議員が優先されるよう工夫がなされていた。

下院議員と閣僚の兼職を禁止し，入閣した場合には議員資格を喪失すること

にした。比例区議員の場合には比例区候補者名簿の次順位のものが繰上当選

する。しかし，小選挙区議員の場合には，欠員が生じて補欠選挙が実施され

るため，厄介なことに，次回の総選挙では事実上の現職候補者が複数存在す

ることになる。しかも，閣僚に就任しても，更迭されれば，下院議員には復

職できない。つまり，憲法は選挙区の利害を濃厚に代弁しがちな小選挙区議

員に閣僚就任を思いとどまらせ，比例区議員の入閣を促したのである（玉田

［２００３���１８２�１８３］）。起草で中心的な役割を果たした公法学者ボーウォーン

サックによれば，比例区議員には全国的な視野をもった有能な人物が多くな

るはずであり，比例区選挙では買収が減るはずであった（��������［１９９８��

６４］）（１１）。

　入閣抑制には別の効果もあった。首相の選出，法案の可決には下院の過半

数の支持が必要であり，下院議員の８割は小選挙区議員である。小選挙区議

員は政府の命運を決する数の力を備えている。しかし，１９９７年憲法はその小

選挙区議員の閣僚就任を強引に阻もうとした。１９９７年以前に下院議員が造反

を繰り返した最大の理由は閣僚就任の欲望が満たされないことにあった。し

かし，小選挙区議員には入閣の資格がないということになれば，造反は意味

を失う。従って，農村部選出の下院議員の入閣を阻止するためにもうけられ

た規定は，下院議員に対する党や派閥の統制を強化するという効果をとも
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なっていたのである。

　もうひとつ重要なことに，政治家の所属政党変更を困難にした（１２）。無所属

禁止は従来通りである。変更点は，選挙に立候補するためには，立候補届出

の日よりも９０日以上前から特定の政党に所属していなければならないとされ

たことである。他方において，選挙は下院議員の任期満了からは４５日以内，

下院解散からは６０日以内に実施される。このため，選挙の実施を知ってから

所属政党を変更すると，立候補できないことになる。前職議員が所属政党を

変えて立候補しようとすれば，あらかじめ議員辞職して，別の政党の党員に

なっておかねばならない。だが，現職議員が任期途中で辞職した場合に実施

される補欠選挙の実施費用は当人あるいはその所属政党が負担しなければな

らないため，任期途中の辞職は容易ではなかった。補欠選挙が必要なくなる

のは任期満了までの日数が１８０日未満の場合だけであった。かといって辞職

が遅れると，新政党への所属日数が９０日に満たず，立候補資格を失う。この

ことは党首や派閥幹部にとってはきわめて好都合であった。党や派閥に所属

する現職議員の逃亡を阻止しうるからである。とりわけ首相を出す与党第一

党の場合には国会の解散権をもっているため，万が一与党議員が大量に辞職

するような事態を迎えれば，速やかに国会を解散してそれらの議員の立候補

資格を剥奪しうる（玉田［２００５���９９�１００］）（１３）。

　首相の指導力の強化につながる措置はこれ以外にもいくつかあった。第１

に首相への不信任案の提出を困難にした。一般の閣僚の場合には下院議員の

５分の１の同意を得れば提出可能なところ，首相に限っては５分の２以上の

同意が必要と改めた。下院の議員定数は５００名ゆえに与党議員が３００名を越え

ると首相への不信任案提出は困難である。さらに上述の通り，第２に下院議

員は閣僚に就任すると議員資格を喪失する。閣僚を辞めても下院議員には戻

れないため，閣僚は首相に反旗を翻しにくくなり，政権安定につながる。第

３に閣僚の多数を占めるはずの比例区議員は，小選挙区議員とは異なり，当

選を党に負っているので，党に従順である。そうなれば，政党が安定し，所

属議員への統制力も強まり，政権の安定に寄与する。
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第４節　改革後――選挙制度改革の効果――

　１９９７年憲法にもとづく国政選挙は２０００年の上院議員選挙が最初であり，そ

の後２００１年と２００５年に下院議員選挙が実施された。さらに２００６年４月には両

院の選挙が実施された。選挙制度を中心とする政治改革が現実の政治にどの

ような影響を与えたのかを２００１年と２００５年の総選挙を事例として考えてみよ

う。１９９８年にタックシン・チンナワットを党首として結成されたタイラック

タイ党（���）が，２００１年には２４８議席，２００５年には３７７議席を獲得した。ど

ちらもタイの政党政治史上では記録的な大勝であった。

　タックシン政権下の政治の概要は次の通りである。第１に，政党自体の個

人商店型の性格は変化していない（１４）。しかし，第２に政党の数が減少し，二

大政党ではなく，一党優位制になった（表２）。第３に，小選挙区議員の発言

力が低下し，党首や派閥領袖の力が相対的に強まった。第４に，���が率先

して導入した具体的な選挙公約がほかの政党にとっても不可避になった。そ

の結果として，政策決定における政党政治家の発言力が従来よりも大きく

なった。第５に，選挙では，党や政策の重要性が従来よりも高まったとはい

え，依然として個人が重要である。第６に，首相への不信任案提出が困難に

なった。タックシン政権の５年間では一度も提出できなかった。独立の監査

機関は憲法起草者が期待したほど有効には機能しなかった。

　１．選挙はどう変化したのか

　�　地方分権の影響

　選挙制度が変更されても，小選挙区議員の当選は所属政党よりも自力に負

う部分が大きい。この点で重要なのは，国政の民主化とほぼ同時に１９９０年代

半ばから進んだ地方分権であろう。

　農村部住民が選挙で選ぶポストは，かつては下院議員，県会議員，村長だ
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けであった。都市部住民の場合には市会議員の選挙があった。住民からみれ

ば，地方自治体は単層構造になっていた。ところが，地方分権の進展は選挙

の頻度を高めた。地方自治体は二層構造になった。県自治体（���������	


������������	
���
���������，以下���）が農村部のみならず市域を含む県全域を

覆うようになった。農村部にも都市部の市と似通った区自治体（����������	�	
����	�
�

������������，以下���）が設置された。二層化に加えて，���も，市や���

も，議員だけではなく，新たに首長の直接選挙が実施されるようになった

（本書第４章参照）。国政でも上院の選挙が始まったため，有権者からすれば，

下院議員，上院議員，���首長，���議員，���（あるいは市）首長，���

（あるいは市）議員，農村部ではさらに村長の選挙で投票の機会があった。

　このことは，たいてい下院議員を中心とする選挙マシーンの構築，あるい

は特定の政治家集団によるポストの独占を促すことになった。かねてから下

院議員の選挙を助けてきた集票運動員が特定の下院議員の系列に取り込まれ

る傾向が強まったのである。系列化にはいくつかの理由があった。

　第２章　選挙制度の改革　49

表２　比例区におけるTRTの得票推移

（出所）ECT ［2001，2005］, Sanratthathammanun ［2006］。

TRT
NAP
チャートパッタナー党

セーリータム党

小計

民主党

チャートタイ党

その他

各党得票総計（A）

白票（B）

有効票（A+B）

無効票

投票総数

11,634,495

2,008,948

1,755,476

807,902

16,206,821

7,610,789

1,523,807

　

28,629,202

530,599

29,159,801

745,829

29,909,271

（38.9％）

　

（54.2％）

（25.4％）

（　5.1％）

　

（100％）

18,993,073

7,210,742

2,061,559

31,048,223

357,515

31,405,738

935,586

32,341,330

（58.7％）

　

（22.3％）

（　6.4％）

　

（100％）

16,420,755

18,356,402

9,051,706

27,408,108

1,680,101

29,088,209

（56.5％）

　

（31.1％）

　

（100％）

2001年 2005年 2006年



　第１に，選挙の頻度が高まり，集票運動員の出番が増えた。第２に，地方

自治体において選挙で選ばれるポストが激増した。２００４年１０月時点には地方

自治体の首長，議員，秘書官，顧問といった政治ポストの総数は１９万１８２１人

にも達していた（１５）。地方公務員の総数が１６万人ほどであるから，これがいか

に不釣合いに過大な人数であるかは明らかであろう。���議員の給与は

５３００バーツ（���や市は２�５倍から３倍）であり，カムナンの４０００バーツや村

長の３０００バーツよりも多い（いずれも２００４年改訂後の金額）（１６）。その結果，選挙

のたびに集票の依頼主から報酬を受け取ってきた集票運動員の多くは，固定

給をともなう地方政治家に転身することになった。第３に，地方分権にあ

たって自治体の予算が大幅に増えた（本書第４章参照）。潤沢な予算は地方政

治家に余祿をもたらしうる（１７）。第４に，選挙のうち下院議員，自治体首長，

���議員は定員１名の小選挙区で争われる。特定の集票運動員が複数の候補

者を支援することは困難になった。

　集票運動員にとって，特定の下院議員を支持する選挙マシーンの一部とな

り，地方政治家に当選することは，理だけではなく，「利」にもかなっていた。

下院議員にとっても，集票運動員を自治体の首長や議員に当選させれば，自

腹を切ることなく扶養でき，選挙のたびに動員しうるので好都合であった。

国会議員の権限を用いて自治体への予算補助をおこなえば，次の選挙での支

援を期待できる。場合によっては，地方自治体の発注事業から斡旋手数料を

とることも可能である（��������［２００７］）（１８）。

　こうした系列化の進展の結果，特定の政治家集団による政治ポスト独占が

進んだ。ひとつの県において有力な政治家集団が，上下両院議員，自治体の

首長や議員のポストの独占を進めるのである。このことをよく示しているの

は，２０００年の第１回上院議員選挙では当選者に退職公務員が多かったものの，

２回目の選挙になる２００６年には下院議員の親族が当選者の多数を占めた（「配

偶者議会」と揶揄された）という事実である。自力当選能力を高めた小選挙区

議員を新人候補が打ち負かすことは容易ではない。

　しかしながら，自力当選能力が高まっても，憲法の移籍阻止規定ゆえに下
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院議員が政党から逃げ出すことは難しかった。それゆえ，党の側はこのマ

シーンを傘下に取り込もうと躍起になった。党勢を左右するのは，自力当選

能力を備えた候補者をどれだけ揃えられるかである。そうした候補者の糾合

にとって決定的に重要なのは資金である。それゆえ，従来通り，資金力が議

員数を決めることになった（１９）。

　�　���の圧勝

　資金力の点で���は圧倒的に優位にたっていた。党首とその親族が上場済

み株式時価総額でタイ随一の富豪だったからである。党首のみならず，タイ

を代表する企業の代弁者が���幹部には名を連ねており，他党とは資金力に

雲泥の差があった（玉田［２００３��２７３�２７５，２００５��１００�１０３］）。

　しかしながら，���の勝利を支えたのは資金のみではない。党にも集票力

があった。それは党の組織に依存するのではなく（２０），選挙公約に由来してい

た。２００１年総選挙の際に掲げたマニフェストは，都市部でも農村部でも人気

を博しうる政策をいくつも含んでいた。そうした政策を実現するには，政策

決定過程や予算過程を見直す必要があった。首相に就任したタックシンは政

策決定を官庁主体から政治家主導へと改め，マニフェストを実行に移した（本

書第７章参照）。そのなかには好評なものが多く，���に２００５年総選挙での圧

勝をもたらす理由のひとつになった。都市部でも農村部でも勝利を収めたこ

とが画期的であった。それというのも，民主化が進み始めた１９７０年代以後の

政党は，もっぱら農村部か首都のどちらか一方でしか議席を獲得できない政

党に二分されてきたからである。下院における多数派である農村部選出議員

は，人数が多くても，質が悪いという批判を１９９２年５月政変以後都市中間層

から浴びせられていた。政権は下院の過半数を占めていても，首都とそこを

主たる市場とする活字メディアでは支持されないことが多かった。アネーク

が政治の都市社会と農村社会への二分化と説明した現象である（����［１９９５，１９９６］）。

ところが，���は首都でも農村部でも高い人気を得て多数派となった（����

［２００６��１５１］）（表３参照）。
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　ただし，選挙が政党本位，政策本位に変化したとはまだいいがたかった。

２００１年と２００５年の総選挙で明確な公約を掲げたのは���のみだからである。

���が党に集票力を備えていたことを窺わせてくれるのは次の数字であろう。

単純に考えれば，個人票の小選挙区票に党の票を上積みしたのが比例区票で

ある。２００５年総選挙で���は小選挙区で１６００万票，比例区で１９００万票の得票

をした。これに対して第２党の民主党は小選挙区で７８０万票，比例区で７２０万

票の得票をしていた。比例区で小選挙区の得票を３００万票上回った���が党

としての集票力を備えていることは明らかである。このことは首都バンコク

において，���がどの小選挙区でも万遍なく得票したのに対して，民主党が

比較的多くの得票をしたのは（当落にかかわらず）特定の候補者の小選挙区の

みであったこと（���［２００５��２９２�２９３��３０１��３０３��３６２�３６３］）にも示されている。

　�　党と議員の関係

　政党にかかわる改革はどうであろうか。党への公的な資金助成ならびに政

治献金の報告制度は政党の強化に目立った効果をあげているようには思われ
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表３　小選挙区における各党の地域別獲得議席数（2001年と2005年の比較）

（出所）ECT ［2001，2005］。

首都 北部 南部中部 東北 合計

TRT
民主党

チャートタイ党

新希望党

チャートパッタナー党

セーリータム党

ラーサドーン党

ティンタイ党

社会行動党

マハーチョン党

選挙区数計

29

8

0

0

0

0

0

0

0

－

37

32

4

1

－

－

－

－

－

－

0

37

47

19

21

3

4

0

0

0

0

－

95

80

7

10

－

－

－

－

－

－

0

97

54

16

3

1

2

0

0

0

0

－

76

71

5

0

－

－

－

－

－

－

0

76

69

6

11

19

16

14

1

1

1

－

138

126

2

6

－

－

－

－

－

－

2

136

1

48

0

5

0

0

0

0

0

－

54

1

52

1

－

－

－

－

－

－

0

54

200

97

35

28

22

14

2

1

1

－

400

310

65

23

－

－

－

－

－

－

2

400

2001 2005 2001 2005 2001 2005 2001 2005 2001 2005 2001 2005



ない。いずれも表に出ない政治献金を減らすことには寄与していないからで

ある。公的な助成だけでは党の運営資金には足りず，また政治献金で届け出

が必要なのは党への献金のみであって，個人（派閥）への献金は依然として

闇のなかにあるからである。このため，党の資金管理者が資金配分を通じて

所属議員への統制を強化するには至っていない。

　届出済分についてみると，���の場合には，党の運営資金をもっとも多く

提供しているのは党首の夫人であった。たとえば，２００５年２月総選挙をまた

ぐ２００４年１月から２００５年４月にかけての時期に���には３億２６００万バーツの

献金があり，うち１億３５００万バーツ（４１％）は夫人が負担していた。第２位

（マハーキットシリ一族）が７０００万バーツ，第３位（チュンルンルアンキット一

族）が３０００万バーツであるから（�������������	��
���������６��２００５），夫人の比

重の大きさがよく分かろう（２００１年総選挙については，玉田［２００３���２７１］参照）。

しかし，全額を負担しているわけではなかった。派閥の領袖を入閣させるこ

とにより，派閥に自活を促していた。入閣した派閥ボスは政治力を使って資

金稼ぎ，つまり政治腐敗に精を出していたようである（２１）。こうした仕組みの

ゆえに，タックシンは閣僚の腐敗疑惑が浮上しても閣僚の更迭に容易には踏

み切らなかったと考えて差し支えないであろう。腐敗を完全阻止すれば，党

運営資金の党首負担分が増えるからである。

　比例区順位や小選挙区の公認は党の統制力強化につながっているのであろ

うか。日本では当落を左右する比例区候補者の順位付け権限が重要である。

タイでも比例区順位は重要ながら，���の場合にはすでに２００１年から比例区

候補者名簿順位や当落を無視した閣僚人事を行った。このため，順位付けを

通じて所属議員への統制を強化することにはなっていない（２２）。

　日本では小選挙区制の導入後，派閥の力が低下した（鹿毛［１９９７��３３２］）。タ

イでは派閥は親分を入閣させるための応援団という機能を失っておらず，選

挙と人事で依然として意味がある。派閥の寄合所帯という点では民主党など

のほかの政党も同様である。���を含めてどの政党も党営選挙を担いうる能

力が備わっていない。このため，個人か派閥のいずれかに依存して当選を目
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指すことになっている。

　２００５年総選挙までの状況から判断すれば，小選挙区では所属政党よりも個

人が重要である。いいかえれば，���の公認がなくても当選可能なものが多

い。小選挙区議員は���の公認のおかげで当選したのではなく，当選能力が

高いから���に取り込まれたのである。���が２００５年総選挙で前回に上積み

した１３０ほどの議席の多くは他党からの前職議員引抜きに由来していたのが

何よりの証拠である（玉田［２００５���９７�１０４］）。ただし，���政権が長期化すれ

ば，やがて���の公認が当落を左右するようになる可能性はあった（２３）。２００９

年総選挙では小選挙区の候補者を党員の予備投票で決めるという構想を温め

ていたからである（���������������２４��２００５������２５��２００５）。もっとも���が解体

された今では青写真に終わってしまっている。

　２．強すぎる首相

　首相は政治改革前には閣僚，連立与党，与党議員，野党などによって指導

力を制約されていた。さらに資金提供者にも腰を低くしなければならなかっ

た。しかしながら，タックシンはこれを一変させた。総選挙で大勝したため，

連立与党や派閥に対する交渉力が格段に強化され，ひとつの連立与党や派閥

が離脱しても政権が揺らぐことはなかった。所属政党変更を規制する憲法の

ゆえに，与党議員は造反を起こすことが難しくなった。与党議員の地位の低

下は２００５年総選挙後の組閣にあたって，３６名の閣僚中下院議員がわずか８名

（２２�２％）にとどまったという事実に反映されている。下院の支持を得る見返

りとして閣僚ポストを提供する必要性が低下したのである。他方，野党は人

数が２００名に達せず，首相に対する不信任案を提出できなかった。党首自身の

資金力が大きいため，実業家は政治資金を提供しても政権運営に口を挟めな

かった（玉田［２００６�］）。

　こうした強い指導力を握った首相に対しては，１９９７年憲法の規定によって，

独立の監査機関からの抑制が働くはずであった。しかしながら，主な監査機
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関の委員の選出は上院で行われており（本書第３章参照），無党派であったはず

の上院議員は，下院の多数派を占める与党議員と同じ選挙マシーンを用いて

当選したものが少なくない。そのうえ，与党の多数派工作によってさらに切

り崩されたため，与党に好都合な人物が選出される例が増えていった。そう

なると，独立機関の監査能力は低下を免れなかった。

　内閣，与党，国会への圧倒的な支配力のゆえに，タックシンは楽観的な将

来展望を描いていた。タックシンは２００３年４月２７日の���大会で意気揚々と

して「私は首相を２期８年務める。私が退いた後にも���から首相を出して

８年政権を担当する。国民はおまけとしてさらに４年���に政権を担当させ

てくれて計２０年ということになる。その後は，もし自分がまだ生きていれば，

長い間待っていたほかの政党を選ぶように国民にお願いすることにしよう」

と語った（��������	
����
��������２��２００３）。２００５年総選挙での与党���の圧勝

ぶり，野党の非力・無力を目の当たりにすると，２０年政権構想には現実味が

あると思われた。しかし，２００５年に入るとタックシン批判が強まり始めた。

　チャイアナン（２４）は２００６年５月２４日のセミナーで次のように述べて，国王の

地位を相対的に低下させる首相を批判していた（��������	�����２５��２００６）。

　「タイ社会においては（タックシンのように――引用者）１人の人物が権力

を握るというのはとても重大事である。それというのも，タイでは１人の

人物が選挙に由来する正当性に依拠して権力を握ることがあまりなかった

からである。過去を振り返ってみれば，サリット・タナラット元帥には政

党という正当性がなかった。……重視すべきは，これまでの５年間に，タ

イラックタイ党が党ではなくタックシンという個人を作り上げてきたとい

うことである。……（動員されているのは――引用者）タイラックタイ党への

支持ではなく，タックシンという個人への直接の支持なのである。

　この（タックシンへの支持という――引用者）新しい意識は，広い視野で

眺めてみる必要があろう。このようなことをもう少し続けるならば，王室

と国民の間の距離を拡大することになろう。王室は象徴にすぎなくなる。
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それは国王陛下の役割が儀礼にとどまるということである。そして，それ

以外の面では国民との結びつきを失ってしまうのである。これはサリット

元帥時代とは異なっている。サリット元帥は選挙の洗礼を受けておらず，

正当性がなかった。しかし，サリット元帥は王室と国民を近づけた。国民

はだからサリット元帥を支持したのである。しかしながら，今どきは，政

府のいろんな政策が国王のお言葉に反していることが明らかである」。

　ここに登場するサリットは１９５８年にクーデタで政権を握った軍人であり，

代議制民主主義の否定と首相への権力集中で歴史に名を残している。歴代の

軍人首相のなかでももっとも強権的な支配をおこなった人物である。サリッ

トとタックシンはともにタイでは稀にみる強力な指導力を発揮した。しかし，

両者には大きな違いがある。サリットには民主的な正当性が皆無であったた

め，王室からの支持に頼った。それに対して，タックシンには民主的な正当

性がある。それゆえ，タックシンは国王の役割を縮小し，儀礼的な象徴の地

位に貶めてしまう可能性がある。民主的な正当性を備えた「独裁者」への支

持が続くならば，国王の影が薄くなる。こういう理由で，チャイアナンはタッ

クシンを批判しているのである。ポイントは，タックシンへの支持が強すぎ

ること，選挙という正当性があるため国王に依存しないこと，国王の影が薄

くなることであった。

　国王の影が薄くなると懸念させるほど強い指導力や権力を，タックシンは

総選挙を通じて獲得した。与党���への支持が党首個人への支持と容易に読

み替えられる主たる理由は，１９９７年憲法で導入された全国区の比例代表制に

あった。���以外の政党は独自色のある選挙公約を提示しなかったため，争

点が政策よりも党首に偏った。ほとんどの政党が首相候補として名簿の筆頭

に掲げる党首のうち誰が首相にふさわしいのかという人気投票の観を呈した。

このため，比例区での得票は党首個人への支持と容易に読み替えられた。

���は比例区で２００１年には１１６３万票（投票総数の３８�９％），２００５年には１８９９万票

（５８�７％），２００６年には１６４２万票（５６�５％）を獲得した（表３）。そこには首相直
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接公選制に似通った効果があり，首相の指導力強化に寄与した。タックシン

自身も，おそらく威力を意識して，この大きな得票をたびたび引き合いに出

して国民からの支持を誇示してみせた。

第５節　新たな改革

　１．選挙をめぐる混乱

　タックシンは２００６年１月に退陣要求運動の盛上がりに直面すると，２月２４

日に国会を解散し，４月２日に総選挙を予定した。国会に議席をもっていた

４政党のうち���を除く３党は選挙のボイコットを決めた。このため，選挙

は国会に議席のない泡沫政党と与党���によって戦われることになった。総

選挙については法律によって縛りがあった。まず憲法によって，立候補する

には特定の政党に９０日以上所属している必要があり，学歴が大学卒業以上で

なければならなかった。前回の国政選挙で投票している必要もあった。また，

選挙管理委員会は国会解散から６０日以内に選挙を実施し，投票日から３０日以

内に当選者を確定する必要があった（２５）。それに加えて，選挙法では，候補者

が１名しかいない選挙区の場合には，有権者総数の２割以上の得票が当選に

必要であると規定されていた。しかも，特定の政党が同一の選挙区で複数の

候補者を擁立することは禁止されていた。

　こうした条件下において実施された４月２日の選挙では４００の小選挙区の

うち２８１では候補者が１名だけとなり，うち３８選挙区では得票数が有権者総数

の２割を超えなかった。選挙管理委員会は，別の事情で当選者が決まらない

選挙区を併せて４０選挙区で４月２３日にもう一度投票を実施した。うち１９の選

挙区では再び候補者が１名となり，１４選挙区では得票が有権者総数の２割に

達しなかったため，４月２９日に３度目の投票が予定された。規定では５月１日

までに当選者を確定する必要があるため，ぎりぎりの日程であった（玉田
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［２００６］）。

　しかしながら，３度目の投票がおこなわれる前の４月２５日に，国王が，就任

宣誓に訪れた最高裁と行政裁判所の判事に対して，４月総選挙が非民主的であ

り，世界最悪の危機であると指摘したうえで，対応策を講じるように命じた。

国王によれば，５００名全員の当選が確定しないことは許されず，候補者が１名

だけ，政党がひとつだけの選挙区があることは非民主的であった（��������	�

����１��２００６）。

　国王の発言の狙いを，公明正大で民主的な選挙を実施させることにあった

と解釈すれば，選挙を最初からやり直せば十分であった。あるいは，そもそ

も国会解散政令が無効であったという対応も可能であった。しかし，事態は

そう展開しなかった。裁判所は４月２８日に３度目の投票を差し止めると，５月

に入って４月の総選挙無効判決を下した。違憲判決の主たる理由は，有権者

が投票所で立会人に背を向けて投票用紙に記入する方法は覗き見可能であり，

投票の秘密を侵害しているということであった（２６）（������������������［２００６］）。

裁判所はそれから選挙管理委員会更迭と���解党を視野に入れた事件の審理

に着手した。裁判の行方に国民の関心が高まっていた時期に，最高裁長官の

秘書官（高裁判事）は２００６年７月に，選挙で１６００万票を得たと威張っても１

人１０００バーツで買収したにすぎないと公言し，選挙の正当性をまったく否定

してみせた（���������������１６��２００６）。その直後の７月２５日に，選挙管理委員

会に有罪判決が下され，後任が選出されるまで出直し選挙は先送りされるこ

とになった。しかし���解党裁判が遅々として進まないなか，９月には後任の

選挙管理委員が決まった。順当にゆけば年末には選挙の実施である。���が，

たとえ議席を減らしても，第１党になることは確実視されていた。機先を制

するように勃発したのがクーデタであった。

　２．今後の展望

　選挙制度は１９９７年憲法によって大きな見直しが実施された。不安定な連立
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政権，弱体な首相といった問題点を克服するための改革であった。小選挙区

４００名，全国区の比例代表１００名という新たな選挙制度は，新制度を積極的に

有効活用しようとする政党の登場で，改革の狙い通り安定した政権を生み出

した。それまでの選挙では第一党といってもせいぜい３割程度の議席しか獲

得できなかったので，２分の１（２００１年）や４分の３（２００５年）の議席を獲得

した���の強さは驚異的であった。下院の４年任期満了や単独政権発足は，

タイの政党政治史上初めてのことであった。

　従来の政党は議員数が増えると分裂してきた。社会行動党，民主党，チャー

トタイ党，新希望党のいずれもがその例に漏れない。所属議員をとりまとめ

ることが難しかったのである。ところが，���は前例のない規模へ拡大して

も分裂の気配が乏しかった。主たる理由は，所属議員の離党を抑制する憲法

の規定にあった。それに加えて，他党よりも潤沢な資金を提供しうる点も見

逃せなかった。

　しかしながら，サリットに匹敵する権力を握り，しかも民主的な正当性を

備えた指導者を，国王中心主義というタイ式民主主義に抵触するとみなす勢

力が存在した。その勢力が２００６年９月にクーデタを実行した。クーデタの実

行者にすれば，国王の権威を相対的に低下させかねない首相，そうした首相

の登場を可能にした１９９７年憲法を葬り去らねばならなかった。憲法の規定の

なかでも特に選挙制度が問題であった。それゆえ，新憲法起草にあたっては，

選挙の効果を稀釈すること，強い指導力発揮を阻止することに注意が払われ

た。それは「タイ式民主主義」つまり国王中心主義の護持のための選挙制度

改革といえよう。

　２００７年５月に裁判所は���の解党ならびに幹部の参政権５年間停止という

判決を下した。２００７年憲法と新しい政党法や選挙法で同党の再来を阻もうと

する工夫が凝らされた。憲法は，第１に選挙制度については，小選挙区制を

中選挙区制に戻した。比例代表制は全国区を８地区制に改めた。安定した政

権や強い指導者の阻止が目的である。第２に内閣については，首相の任期に

８年の上限を設け，首相に対する不信任案提出を容易にした。さらに，選挙
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区議員の入閣を認めて，政権不安定化の種をまいた。第３に，政党政治家が

予算に関与しうる余地を縮小した。これは，第４に，政党が具体的な便益の

提供を選挙公約に盛り込むことを選挙法で禁止したのと同趣旨の高人気政策

阻止策である。最後に，政党が選挙違反を犯せば解党と政党法で規定した。

　とはいえ，先進国では首相の大統領化が観察されている。強力な執政府は

世界的な潮流である（���������	
�����
������	�［２０００��７］，��������	
��	��
�

［２００５］）。タイでも１９９７年憲法起草時点では強い首相，安定した政権が理想と

されていた。それゆえ，民主化への影響や世界の趨勢を顧慮することなく，

羮に懲りてなますを吹くように首相の弱体化を図るならば，将来に禍根を残

すことになろう。

〔注〕―――――――――――――――

�　不正選挙ということになると，たいてい，１９５７年２月総選挙が引き合いに出

されるのは，選挙をめぐる大がかりな不正があまりおこなわれてこなかったこ

との反映であろう。

�　首相を民選議員に限定した憲法は，この３つのほかに，１９９２年５月政変後に

修正された１９９１年憲法もあげられる。１９９１年憲法は民選議員以外の人物が首

相に就任することを想定して起草されていたので，１９９２年の改正は接ぎ木に等

しかった。なお，一定数の閣僚が民選議員でなければならないと規定した憲法

となると皆無である。日本国憲法で国務大臣は半数以上が国会議員でなけれ

ばならないと規定しているのとは大きく異なる。

�　これが不都合な勢力は主として２つ存在する。ひとつはクーデタで権力を

掌握する軍隊である。選挙を否定する軍と，民選議員は相容れない。もうひと

つは国王である。国王は１９７０年代以後首相の人選に一定の影響を与えてきた。

首相が民選議員に限定されてしまうと，選択肢が主要政党の党首に絞り込まれ

るため，国王の自由は著しく制限されることになる。

�　２００６年４月に実施された総選挙は，翌５月に入って憲法裁判所ならびに最高

行政裁判所によって無効判決が下された。総選挙のやり直しが予定されたも

のの，実施前にクーデタで国会が解体された。

�　ただし，１９４６年には民選下院議員が，１９７５年には国民代表会議が，上院議員

を選んだことがあった。間接選挙である。

�　タイには宗教，民族，地域などの社会的分断にもとづく政党は存在しない。

これは分断・対立が元来さほど深刻ではないことに加えて，支持動員のために
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そうした分断を誇張する可能性を秘めた政党政治の本格的な展開が１９７０年代

以後と遅く，その時までには国民統合がすでにかなり進んでいたという事情に

一因があると思われる。他方，階級政党は弱小ながら存在しており，１９７０年代

には議席を増やした。その議席増が１９７６年クーデタの主因のひとつとなって

おり，左翼政党排除が１９７９年に議会政治を再開するにあたっての条件となった

（��［２００７�８７］）。そこで１９７８年憲法（１９９１年クーデタで失効）に小規模政党を

排除する規定が盛り込まれた。それに加えて，１９８０年代以後金権選挙が横行す

るようになり，資金力のない候補者の当選が困難になったことも見逃せないで

あろう（玉田［２００３��３６�３８］）。

�　業界や財界の団体が政治献金をおこなうことは法律により禁止されている。

また，銀行業界を顕著な例外として，業界はまとまりが強くない。

�　利益誘導についても所属政党にはさほど左右されてこなかった。第１に，

１９９７年の経済危機までは下院議員には与野党を問わず一律に開発予算が配分

されていた。第２に，選挙区に誘導しうる利権の多寡は，所属政党よりも，閣

僚かどうか，官庁幹部と人脈があるかどうかといった個人的な要因に左右され

ていた。

�　憲法の原案では，上院議員については，当初から大学卒業以上の学歴が要求

されていた。これは能力が不足しがちで腐敗に染まりがちな下院や内閣に対

する監査を委ねるにふさわしい一段と優れた資質を備えた人物を上院に送り

込むことにより，十分な監査機能を果たさせようと狙っていたからである。し

かしながら，草案審議過程で，監査機能よりも重要な機能を担う閣僚や下院議

員にも優れた資質が必要であるという意見が噴出し，最終的には閣僚，両院議

員のいずれにも大卒の学歴が要求されることになった（玉田［２００３���１８５�１９７］）。

�ただし，党への献金額の多いものが名簿の上位に記載される可能性があった。

その意味では金権の一掃につながるわけではない。

�　このように入閣に強い歯止めがかかれば，小選挙区議員は当選後の資金回収

を楽観できなくなり，選挙への投入資金額を減らさざるをえない。その意味で

は政治の浄化にも少しばかり寄与する仕組みである。

�　無所属議員は１９７０年代以降，ごく一時期を除いて，禁止されてきたので，現

職議員が任期中に強引に所属政党を変更しようとすれば，除名処分を受けて議

員資格を失うことになる。除名を免れるのは，既存の政党が解散する場合や他

党と合併する場合である。１９９７年憲法のもとではこの原則にもとづく所属政

党変更が許容されてきた。

�　政党についても見直しがおこなわれた。政党への公的な助成がおこなわれ

るようになり，同時に政治献金を含めて収支報告を毎月選挙管理委員会へおこ

なうよう義務づけがなされた。従来まったく闇のなかにあった政治献金をガ

ラス張りにしようとする画期的な試みであった。ただし，表に出ない裏献金が
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たくさん残ったことを否定できない。

�　これはたとえていえば，党首個人ではなく，党の名前で借金ができるかとい

う制度化の問題である。

�　なお，カムナン，村長，その補佐の総数はおよそ２８万人である（玉田［２００５���

９２］）。

�　これは歳入が２０００～５０００万バーツの通常の���の場合である。もっと収入

の多い���では５５００バーツである（玉田［２００５���９３］）。

�　タイの慣行では，予算の執行権限をもつものが契約金額の５�や１０％（タッ

クシン政権時代には２０％や３０％に跳ね上がったとも伝えられる）を手にする。

政治家と公務員は折半である（少なくとも，１０％以下の場合には）。それゆえ，

自治体の予算が増えることは，首長の収入を増やすことを意味する。

�　そこでは必ずしも下院議員の立場が地方議員より優位に立つわけではない。

しかしながら，下院議員を頂点とする系列下が進んだことは疑いない。それゆ

えにこそ，圧勝を目指した２００５年総選挙直前には当時の与党���は地方議員へ

の手当の増額をおこなったのである。

�　また，候補者ないし議員の側は，一方では従来のような２位や３位での当選

がなくなって最高得票を目指さざるをえなくなり，他方では政党数の減少にと

もなって所属しうる政党の選択肢が減った。���が議席占有率を高めれば，そ

れに抵抗することは面子以外には益がない。���にすれば圧倒的な占有率を

実現することにより，下院議員から選択肢を奪うことが，議員獲得費用の削減

につながった。

�　１４００万人の党員は党運営への発言力がない。党によって動員されるだけの

受動的な存在にすぎない。それにもかかわらず，「見せ金」のごとき大衆党員は，

所属議員に対する党幹部の発言力を支える効果をもつと思われる。

�　信頼しうる匿名の情報提供者よると，���で党首以外では最大の派閥を率い

たソムサック・テープスティンは２００５年総選挙にあたって，７～８億バーツを

調達した。党首タックシンからの補助は２億バーツだった。

�　順位付けの意味を失わせるほど，党首タックシンの権力が強かったというこ

とである。その権力は党首や幹事長という役職に付随するものではなく，タッ

クシン個人に属しているという意味で，制度化されていなかった。

�　���がマニフェストを掲げて実行に移したことは，一党優位制ないし二大政

党制への強い誘因のひとつになると思われる。公約＝政策がない時代には，政

党は有権者にとってはあまり意味がなかった。しかし，公約が空約束ではなく，

実現可能になれば，有権者は候補者選択にあたって選挙公約にも目を向けるよ

うになり，自ずと選択肢が減ると想像される。もっとも公約が重要になったか

らといって，候補者個人の重要性が失われるというわけではない。両者の関係

はゼロ・サムではない。
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�　チャイアナンは１９９０年代に入ると勤王派の姿勢を鮮明に打ち出すように

なっている。勤王派が王室に関連した発言をする場合には，王室の意向を汲ん

でいるのが普通である。王室への奉仕により名誉や地位を得ようとする勤王

派にとっては，軽挙妄動により逆鱗に触れることは厳に慎まねばならないから

である。それゆえ，チャイアナンのこの発言は，王室の意向に適っていると想

像してよい。

�　野党のボイコット以後，５００名全員の当選が確定しなければならないという

主張が繰り返された。与党���の比例区候補者として届け出られていた政治

家がすでに３月に出家して選挙戦から離脱していた。技術的には���の比例

区議席数を確定した後，欠員を���に補充させれば済むことである。しかし，

３月から４月にかけては，この欠員を取り上げて，総選挙非成立が声高に唱え

られていた。選挙が成立しなくても政権は退陣することにはならず，ただ単に

選挙の権威を損ない，選挙実施費用を無駄にするにすぎない。百害あって一利

なしであった。

�　日本と同じ方法である。タイでは従来は壁に背を向けて記入していた。そ

れを２００５年７月の地方自治体選挙から新しい方法に変更していた。地方選挙

では格別問題は起きなかった。
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